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山口県福祉サービス第三者評価事業公表要領 
 

（目的） 

第１条 この要領は、山口県福祉サービス第三者評価事業推進要綱第９の規定に基

づき、第三者評価事業の評価結果の公表基準及びその手続きを定めることにより、

事業者の福祉サービスの質の向上と利用者の適切なサービスの選択に資すること

を目的とする。 

（公表主体及び基準） 

第２条 評価結果は、次に掲げる区分ごとにそれぞれ別記の基準により、以下のと

おり公表を行うものとする。 

 （１） 第三者評価    

          県及び評価機関が公表を行うこととし、公表方法等については第４条以

下に定める。 

 （２） 外部評価      

          評価機関が公表を行うこととし、インターネット上の独立行政法人福祉

医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭ Ｎ

ＥＴ）」に掲載する。 

（県への報告） 

第３条 評価機関は、評価結果を事業者に報告し、評価結果が確定後、県に対して

３０日以内に報告を行うものとする。 

（公表への同意） 

第４条 第三者評価の評価機関は、評価結果を公表する場合、評価対象事業者の同

意を得るものとする。 

２ 事業者の同意を得るにあたっては、評価結果について丁寧な説明等を行い、公

表の意味と公表内容について十分に理解を得るものとする。 

（評価機関における公表） 

第５条 評価機関は、県への報告後、公表内容をインターネット上の当該機関のホ

ームページ上で公開する。 

２ 評価機関は、やむを得ない場合は、県に対して評価結果を報告することにより、 

 前項の公表に替えることができるものとする。   

３ 公表の期間は、評価実施の翌年度から起算して３年間とする。 

（県における公表） 

第６条 県は、評価機関から公表内容の報告を受けたときは、第２条で定める公表

基準により公表を行うものとする。 

２ 公表は、インターネット上の独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健

医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭ ＮＥＴ）」及び県のホームページで行

う。 

３ 公表の期間は、評価実施の翌年度から起算して３年間とする。 
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   附 則 

 この要領は、平成１７年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２５年５月２８日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２７年２月１０日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２７年６月３０日から施行する。 


